
自社の最適解を見極める

一方で、これら事業環境が動的な変化過程にある中で、各企業は難しい判断を迫られています。新卒一括採用や定期

ローテーションを急には止められない、しかしながらこれらを前提とした人事政策ではもはや機能不全を起こしつつある、このよう
な難しさが、多くの日系企業を悩ませています。

この論点は、単に型式として「ジョブ型」が良いかどうかという話ではなく、環境変化に対応してどのように組織・人材を変革し

ていくか、というトランスフォーメーションのテーマだと捉えられます。各企業の置かれた状況や解決すべき課題によって、トランス
フォーメーションの最適解は異なり、これを正しく見極めることが重要となります。

高まる「ジョブ型」への期待

現在、多くの企業で「ジョブ（職務）」に軸足を置いた人材マネジメントのあり方が模索されています。背景としては、デジタ

ル化・グローバル化などに代表されるビジネスの大きな変化、人材市場の流動化の進展（特に高度専門人材など）、個の
自律や多様化への対応、人員構成の高齢化などが挙げられます。

こういった事業環境変化は不可逆的な様相が強く、今後ますます資本市場や社会全体として「ジョブ型（職務型）」

あるいは「職務給」といった考え方への関心・期待は高まっていくものと考えられます。

ジョブ型人材マネジメント
日本企業が目指すべき「ジョブ型人材マネジメント」の構築・導入

◼ ジョブ型が求められる背景
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◼ 自社の状況・課題に応じたジョブ型の検討（イメージ）

1

（人事制度の基軸）

自
社
の
状
況
や
展
望
（
観
点
）

人材育成の
あり方 職種軸の育成を基

調にすべき
ローテーション等の

職種横断の育成が現実的

グローバル
オペレーション グローバル共通

スタンダードが必要
グローバルとある程度の

同調は必要
国内中心

高齢化や
人件費のイシュー

それほど問題でない 一定の構造変革
が必要

事業構造の
柔軟性の要請

高くない ある程度 構造変革も想定が
必要

人材確保、
人材市場との関係 多くの職種で市場と

の流動性が現実的
新卒採用中心 一部の職種は

中途・流動性高い

メンバーシップ型 ジョブ型

「ジョブ型が

適合するか」

「今、どこまで

ジョブ型の

要素を

取り入れる

べきか」



デロイト トーマツ コンサルティングの

ジョブ型人材マネジメント設計・導入支援（主要サービス）

デロイトトーマツコンサルティングは、上述のような認識や考えに基づきながら、様々な領域、観点、角度、方法から、貴社の
トランスフォーメーションを全方位的に支援し、もって貴社の企業価値の向上、存在価値の実現に貢献します。
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構想

基本スタディ

• 貴社の事業環境・戦略、組織・人材のあり方や展望等を踏まえ、ジョブ（職務）要素をどの

程度取り入れるべきか、メリット・デメリットなども踏まえ、初期的な議論・整理を支援します

• 必要に応じ、経営層・人事関係者等への基礎的なナレッジをレクチャーします

コンセプトメイキング／グランドデザイン

• ジョブ（職務）要素を取り入れる範囲・程度などを明確にし、人材マネジメント変革のコンセプ
ト・方向性を明らかにします

• 採用・登用・配置・評価・育成・報酬など、 “これまで”と“これから”の違いを明らかにしながら、

人材マネジメントのあるべき全体像（グランドデザイン）を描きます

合意形成コミュニケーション

• 特に経営層・幹部層などの主要意思決定ステークホルダーと、人事目線ではなく現場目線で、

変革の目的・効用等について共通認識を持ち、全社的な合意形成が図られるようなコミュニケー
ションを支援します・

・
・

「ありたい姿」と「変革課題」を明確化する

新たな人材マネジメントのあり方を模索するためには、自社がどのような組織でありたいか（あるべきか）という議論を出発

点として、変革課題を明確に特定・認識することが必要となります。この点が不十分であると、一般論としての「メンバーシップ

型」か「ジョブ型」か、といった技術的側面のみに視点が偏ったり、目的意識が定まらず大きな変革を逡巡するような“圧力”
が生じ得ます。

多角的な観点から自社としてありたい姿・あるべき姿を描くこと、変革の中核となる課題を特定すること、これらを丁寧に議
論し結論を得ていくことが、人材マネジメント変革を成功させる大切なポイントとなります。

◼ 人材マネジメント変革のステップ（イメージ）
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デロイト トーマツ コンサルティングの

ジョブ型人材マネジメント設計・導入支援（主要サービス） 【続き】
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設計

職務評価

• デロイト職務評価システムを用いて、客観的な視点から職務評価（ジョブサイズ評価）を行い、
制度設計の基礎として活用いただくことができます

ジョブディスクリプション（JD）作成

• ジョブ（職務）型で多くの場合必要とされるジョブディスクリプションについて、一般的プラクティス
も踏まえながら、効果的な設計・作成の支援を行います

報酬制度の設計

• 市場競争力、および社内公平性の双方の視点から、ジョブ（職務）の視点を備えた戦略的な
報酬制度（水準・カーブ）を設計します

• コストコントロール性の向上、原資配分の是正など、機能的なメカニズム設計を行います

等級制度の設計

• ジョブグレード制度、ハイブリッド型（職能＋職務）、ダブルラダー型など、想定されるオプションを
比較検討し、貴社にとって最適な等級制度の設計を行います

• ポジション管理のあり方（統制上のルールやプロセス策定）も支援します

評価制度の設計

• パフォーマンスマネジメント、タレントマネジメント、コストマネジメントの各側面を包含する評価制度
として、今後の運用上の課題も整理しながら、合目的性を重視した評価制度を設計します

タレントマネジメントへの展開

• 任免（登用・ポストオフ）において、タレントマッチング（ジョブとタレントプロファイルの適合）に重
きを置いた運用への変革を見据え、その考え方やルール、ガイドライン等の策定を支援します

• 自律的キャリア形成の観点で、有効な各種施策設計、コミュニケーション、ジョブ（職務）情報の

開示等の支援を行います
・
・
・

導入

・運用

導入にかかる社員コミュニケーション

• 制度導入にかかる社員へのコミュニケーションは、大きな変革を伴うものであるほど、キーメッセージ、
タイミング、方法などを戦略的・計画的に立案し実行する必要があります

• 当該企画から、コンテンツ作成、実施伴走までトータルでご支援します

現場運用マネジメント変革

• 制度運用を企図したものに変容させていくには、特に、現場マネジメント（組織管理職）の意
識・理解、合意・共鳴、および運用スキルが求められます

• ワークショップ、トレーニングなど、様々な方法で当該マネジメントの意識・スキルの変容のご支援

が可能です

意識・運用変革モニタリング／施策実施

• 人材マネジメント変革は制度を導入して終わりではなく、目的とする変革や成果創出につながる
よう、段階を追って進めていく必要があります

• 社員の意識の変化や運用状況のモニタリングを計画的に行いながら、適切な課題抽出と、これ

に対応した施策立案・実施を行います
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